区費の徴収規定(平成2４年４月１日施行)
菅山区
第１条  区費の徴収区分については、下表の通りとする。
〈表１〉
	区分
	対　　　　　　　　　　象

	一般区費
	菅山区内に生活の根拠を持つ一般所帯
菅山区内に建設されている民営アパートの所有者

	事業所区費
	菅山区内に事業所・事務所・店舗・倉庫・寮・などの施設を所有する事業所

	特別区費
	牧之原市菅ケ谷１０４８－２に建設されている南遠地区聖苑（火葬場）


第２条  区費の徴収金額の基準については、下表の通りとする。
〈表２〉
	区    分
	区    費（年額）

	一般所帯
	４,０００円＋３,０００円×２＝１０,０００円

	区内に居宅を所有する空家の世帯
	３,０００円

	市営住宅・個別借家に生活する所帯
	２,０００円×３回＝６,０００円

	民営アパートの所有者
	２,０００円×居室数（区民が所有するアパートの場合は、８０％とする）

	事業所区費
	事業所の規模により査定する
	　

	特別区費
	南遠地区聖苑に対する補助金を当てる


（金額は平成２４年４月現在の基準額）
第３条  区費の徴収額・軽減・免除
1 一般区費のうち、一般所帯に対する区費の徴収額は全戸均等を原則とし毎年、当年度の予算を決定する際、当年度の一般区費の額を決定する。

2 事業所に対する区費の額は、毎年予算を決定する際、事業所の規模等を勘案して、その額
を決定する。
3 生活困窮所帯・母子所帯などについては、区費の一部または全部を軽減または免除することができる。
4 区費の軽減・免除については毎年予算立案時に各組ごとに実情を調査し、その要否を決定するための見直し作業を実施する。
5 ８０歳以上で、一人暮らしの生活者については、区費を免除するものとする。
第４条  規定の制定および改廃
この規定は、昭和６２年４月に菅山区会で協議して制定し、即日発効した。
この規定は、今後区会の協議により改廃することができる。
改正  平成1年4月  町営住宅が西中地区に建設され、町営住宅入居世帯に対する規定を菅山区　　

で協議し制定した
改正  平成3年4月  区内に民営アパートが新設されるのに伴い、民営アパートに入居する世帯
に対する規定を菅山区で協議し制定した。
廃止　平成6年4月　他町地区の農家に対する規程を全文削除する。
改正  平成6年6月  第3条第4項として次の字句を添加する。
④ 区費の軽減・免除については毎年予算立案時に各組ごとに実情を調査し、その要否を決

定するための見直し作業を実施する。
改正  平成7年4月15日  第2条〈表2〉の内、一般所帯の徴収額を￥15，000に減額した。
改正  平成13年４月１日  第1条表1及び第2条表2の区費の徴収金額を現行金額に修正した。
改正　平成18年4月1日　第2条「表2」のない、一般所帯の徴収額を￥ 10,000に減額した。

改正  平成20年4月１日　第2条〈表2〉の内、市営住宅・借家居住世帯の徴収額を￥ 6,000
に減額した。あわせて、宮代に居住する世帯の項目を削除した。

改正  平成23年5月15日　第2条〈表2〉の内、民営アパートの所有者の区費（年額）を2,000

円×居室数に変更した。

改正  平成24年2月1日　第2条〈表2〉の内、区民が所有する民営アパートの所有者の区費

（年額）を2,000円×居室数×８０％とする規定を追加した。あわせて、第2条〈表2〉に

菅山区内に居宅を所有する空家の世帯の区費（年額）を3,000円とする規定を追加した。

内　規　
1 年度内に区を退会した世帯で、すでに区費及び消防費を納付済の場合は、原則として返還
しない。
2 年度内に区に加入した世帯は区費及び消防費を負担する。この場合、届け出がされた月日
以後に送付される区費及び消防費の納入通知書から 徴収する。
　3　事業所区費の算定基準は次のとおりとする。（平成24年2月21日改正）
　　　①個人製茶業者　年5,000円

　　　②個人製茶業者を除く事業者に対する金額　年10,000円以上

